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これらのことなどから、起業者である青森
県は、本件事業を遂行する充分な意思と能力
を有すると認められる。
したがって、本件事業は、法第20条第２号
の要件を充足すると判断される。
３ 法第20条第３号の要件への適合性
\ 得られる公共の利益
本路線は、北海道函館市を起点とし、青
森県下北郡大間町、むつ市等を経由し上北
郡野辺地町に至る延長130•6›の路線であ
り、下北半島地域（以下「本地域」という。）
における産業、経済を支え、沿線地域の生
活道路としての機能も有する幹線道路であ
る。また、災害対策基本法（昭和36年法律
第223号）に基づき青森県防災会議が策定
した青森県地域防災計画において第二次緊
急輸送道路に指定されている防災上も重要
な路線となっている。
本路線の通過地に位置する下北郡大間
町、同郡風間浦村では水産業が重要な産業
となっており、特にも大間町で水揚げされ
るマグロは東京築地市場に出荷され「大間
マグロ」として高値の取引をされている。
また、本地域には自然公園法（昭和32年法
律第161号）による国定公園である下北半
島国定公園があり、本路線は、大間崎など
の観光地へのアクセス道路となっている。
しかしながら、本路線は大間町、風間浦
村及びむつ市を結び、通年通行が可能な唯
一の幹線道路となっているが、本件区間に
対応する本路線（以下「現道」という。）は、
狭小な２車線道路であり、道路構造令に定
める最小曲線半径を満たさない箇所が複数
存する状況となっており、また、現道は小
学校への通学路としても利用されているが
歩道が整備されておらず、さらに、冬期間
においては、除雪によって車道部への堆雪
を余儀なくされ大型車等のすれ違いが困難
となり、歩行者の通行も非常に危険な状況
となっている。以上のように現道は、幹線
道路及び生活道路としての機能が著しく損
なわれている状況にある。
本件事業の完成により、道路構造令の規
定による良好な線形を有し、除雪を勘案し
た幅員の道路が整備され、年間を通した安
全かつ円滑な交通が確保されるとともに、
通過交通が本件区間に転換され、現道にお
ける歩行者等の安全な交通が図られると認
められる。

また、観光の振興及び水産物等の物流の
効率が向上するなど地域経済の発展に寄与
し、災害時の緊急輸送道路としての機能も
確保されると認められる。
なお、本件事業が生活環境等に与える影
響については、本件事業は、環境影響評価
法（平成９年法律第81号）等に基づく環境
影響評価実施対象事業ではないが、起業者
が任意に平成22年６月に環境影響に関する
調査を実施しており、大気質、騒音及び振
動のいずれの項目においても環境基準等を
満足すると確認されている。
したがって、本件事業の施行により得ら
れる公共の利益は、相当程度存するものと
認められる。

] 失われる利益
起業者が本件区間及びその周辺の土地に
生息する可能性のある希少な動植物に与え
る影響について、平成17年７月及び８月に
任意に行った調査等によると、文化財保護
法（昭和25年法律第214号）における特別
天然記念物であるニホンカモシカ、青森県
レッドデータブックの重要希少野生生物Ｂ
ランクに記載されているシオヤトンボ、キ
キョウ及びフクジュソウ等が確認されてい
るが、本件事業による改変及び影響範囲は
小さく、周辺には同様の生息環境が広く存
在することなどから影響は軽微であると予
測されている。
なお、本件区間内の土地には、文化財保
護法による周知の埋蔵文化財包蔵地が２箇
所確認されているが、起業者は、青森県教
育委員会との協議により、必要に応じて記
録保存等の適切な措置を講ずることとして
いる。
したがって、本件事業の施行により失わ
れる利益は軽微であると認められる。

^ 事業計画の合理性
本件事業は、現道の幅員狭小、線形不良
箇所等を解消し、年間を通した安全かつ円
滑な交通を確保することを主な目的とし
て、道路構造令による第３種第２級の規格
に基づく２車線の道路を建設する事業であ
り、本件事業の事業計画は、道路構造令等
に定める規格に適合していると認められ
る。

また、本件区間におけるルートについて
は、山側バイパス・一部現道拡幅案（以下
「申請案」という。）、現道案及びバイパス・
一部現道拡幅案の３案について検討が行わ
れている。申請案と外２案を比較すると、
申請案は宅地の取得必要面積及び支障物件
が少ないこと、工事施工期間が短いこと、
事業費が廉価であることなどから、社会的、
技術的及び経済的な面を総合的に勘案する
と申請案が最も合理的であると認められ
る。
また、本体事業の施行に伴う農業用道路
の付替工事の事業計画についても、施設の
位置、構造形式等を総合的に勘案すると適
切なものと認められる。
したがって、本件事業の事業計画につい
ては、合理的であると認められる。
以上のことから、本件事業の施行により得
られる公共の利益と失われる利益を比較衡量
すると、得られる公共の利益は失われる利益
に優越すると認められる。したがって、本件
事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与
するものと認められるため、法第20条第３号
の要件を充足すると判断される。
４ 法第20条第４号の要件への適合性
\ 事業を早期に施行する必要性
３\で述べたように、現道は幅員狭小、

線形不良箇所等があり、また歩道も整備さ
れておらず、できるだけ早期に安全かつ円

滑な交通の確保を図る必要があると認めら
れる。
また、むつ市長を会長とする下北総合開
発期成同盟会より、本件事業の早期完成に
ついて強い要望がある。
以上のことから、本件事業を早期に施行
する必要性は高いものと認められる。

] 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合
理性
本件事業に係る起業地の範囲は、本件事
業の事業計画に必要な範囲であると認めら
れる。
また、収用の範囲は、すべて本件事業の
用に恒久的に供される範囲にとどめられ、
それ以外の範囲は使用としていることか
ら、収用又は使用の範囲の別についても合
理的であると認められる。
したがって、本件事業は、土地を収用し、
又は使用する公益上の必要があると認められ
るため、法第20条第４号の要件を充足すると
判断される。
５ 結論
以上のとおり、本件事業は、法第20条各号
の要件をすべて充足すると判断される。

第５ 法第26条の２第２項の規定による図面の縦
覧場所 青森県むつ市役所

第６ 収用又は使用の手続が保留されている起業
地 青森県むつ市大畑町佐藤ケ平地先国有森
林、釣屋浜及び大畑道地内
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